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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第73期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。また、第74期第２四半期

連結累計（会計）期間及び第73期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第73期

第２四半期連結
累計期間 

第74期
第２四半期連結

累計期間 

第73期
第２四半期連結

会計期間 

第74期 
第２四半期連結 

会計期間 
第73期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  195,276 254,168  102,806  127,300  431,683

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △6,053 19,211  △553  8,462  10,033

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（百万円） 
 △5,680 10,251  △2,029  4,724  1,937

純資産額（百万円） － －  204,501  214,964  212,783

総資産額（百万円） － －  508,768  521,066  517,984

１株当たり純資産額（円） － －  523.90  554.97  548.76

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期（当期）純損失金

額（△）（円） 

 △16.11 29.08  △5.76  13.40  5.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  36.3  37.5  37.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 29,503 27,369 － －  57,012

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △14,845 △8,467 － －  △21,495

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △7,972 △15,177 － －  △25,252

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  39,236  44,701  43,639

従業員数（人） － －  18,165  17,908  17,806
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であり、臨時従業員(パートタイマー及び嘱託契約の従業員等)は、［ ］内に当第２四半期連結会

計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

(パートタイマー及び嘱託契約の従業員等)は、［ ］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 17,908  [3,589]

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5,095  [310]
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(1)生産実績 

   当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額は販売価額によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2)受注状況 

   当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

   当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．上記の各セグメントの金額にはセグメント間の内部売上高が含まれております。 

 当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項または重要な変更はありませ

ん。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比（％）

高級金属製品  58,318 － 

電子・情報部品  35,034 － 

高級機能部品  37,930 － 

報告セグメント計  131,282 － 

その他  － － 

合計  131,282 － 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比（％）

高級金属製品  53,931 － 

電子・情報部品  32,079 － 

高級機能部品  39,319 － 

報告セグメント計  125,329 － 

その他  261 － 

合計  125,590 － 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比（％）

高級金属製品  55,833 － 

電子・情報部品  32,948 － 

高級機能部品  38,851 － 

報告セグメント計  127,632 － 

その他  930 － 

セグメント間の内部売上高消去  △1,262 － 

合計  127,300 － 

２【事業等のリスク】
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 当社は、Advanced Energy Industries, Inc.（以下「AEI」といいます。）からのマスフローコントローラ（精密

流体制御機器。以下「MFC」といいます。）に関する事業の譲受けを平成22年７月21日に決定し、同日付をもって同

社と事業譲渡契約の締結を行い、平成22年10月15日に同事業を譲り受けました。 

 （１）事業譲渡の目的 

  AEIのMFC事業を譲り受けることで当社MFC事業の製品群の充実、開発力の強化、顧客の拡大等を図ることを 

  目的としております。 

 （２）譲り受ける資産等 

  MFC事業に関する営業権、知的財産権、棚卸資産、固定資産、顧客契約等 

 （３）譲受け価額 

  44,872千米ドル 

 （４）譲渡会社の概要  

  会社名     ：Advanced Energy Industries, Inc. 

  本店所在地 ：米国コロラド州 

  資本金     ：329百万米ドル 

  事業内容   ：DC・RF電源、太陽発電用インバータ及びMFCの製造販売  

  設立       ：1981年  

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間における世界経済は、緩やかな回復が継続していますが、米国や欧州では失業率が高止

まりし、中国でも経済成長がやや緩やかになっております。わが国経済は、着実に持ち直してきておりますが、急激

な円高の進行や経済政策の終了等で不透明感が高まっております。 

 当社グループの関連業界では、自動車は、中国をはじめ新興国の需要が拡大し北米市場も緩やかに増加しました。

半導体は、新興国の旺盛な電子機器の需要で回復しました。携帯電話・パソコンは、新興国を中心に回復しました。

鉄鋼は、国内は好調ですが、海外の市況は軟調に推移しました。国内住宅着工は、やや持ち直しの動きがあります

が、低い状況です。 

 このような事業環境のもと、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は、前年同期比23.8％増の

127,300百万円となりました。また、営業利益は、前年同期比8,978百万円増の9,982百万円、経常利益は、前年同期

比9,015百万円増の8,462百万円、四半期純利益は、前年同期比6,753百万円増の4,724百万円となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりです。各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高または振替高を含ん

でおります。  

①高級金属製品 

 当セグメントの売上高は、55,833百万円となりました。また、営業利益は、5,564百万円となりました。 

 主要製品の売上の状況は以下のとおりです。 

＜金型・工具用材料＞ 

 工具鋼は、主要な用途である自動車用金型の需要がエコカー補助の効果も追い風となり好調でした。 

＜電子金属材料＞ 

 液晶パネル関連材料及び半導体等パッケージ材料は、アジアを中心とした需要で堅調に推移しました。 

＜産業機器・エネルギー関連材料＞ 

 自動車関連材料は、エコカー補助の効果もあり堅調でしたが、エネルギー関連材料は、需要が低迷しました。 

＜各種ロール＞ 

 建設用需要が本格的に回復に至りませんが、緩やかな増加となりました。 

＜射出成形機用部品＞ 

 顧客の中国向け射出成形機の受注が続き、需要が回復しました。 

＜切削工具＞ 

 主要ユーザーである自動車・エレクトロニクス関連産業の生産の回復や在庫調整の進展等により、工具需要は引き

続き緩やかに回復しました。 

②電子・情報部品 

 当セグメントの売上高は、32,948百万円となりました。また、営業利益は、3,267百万円となりました。 

 主要製品の売上の状況は以下のとおりです。 

＜マグネット＞ 

 希土類磁石は、原材料価格高騰の影響があったものの、自動車・家電・パソコン向けが好調に推移し、ＦＡ向けも

中国・韓国等で設備投資が回復したことにより需要が好調でした。フェライト磁石は、自動車・家電向けの需要が好

調でした。 

＜軟質磁性材料＞ 

 アモルファス金属材料は、主要市場である中国、インドの旺盛な需要で大幅に増加し、ソフトフェライトは、家

電・車載関係向けが好調となり、ファインメットは、産業機器・車載関係・太陽光発電向けが好調で大幅に増加しま

した。 

＜情報通信機器用部品＞ 

 携帯電話をはじめとする通信機器や設備、デジタル家電向け等で需要が前年同期並に推移しました。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③高級機能部品 

 当セグメントの売上高は、38,851百万円となりました。また、営業利益は、2,670百万円となりました。 

 主要製品の売上の状況は以下のとおりです。 

＜高級ダクタイル鋳鉄製品＞ 

国内はエコカー補助の効果もあり好調に推移し、また顧客の中国、北米市場を中心とした好調な自動車販売に支

えられ、需要は好調でした。 

＜耐熱鋳造部品＞ 

 欧州市場を中心に好調で、需要が大幅に伸長しました。 

＜アルミホイール＞ 

 顧客の中国、北米向けの自動車販売が好調であったため、需要は好調でした。 

＜各種管継手＞ 

 国内建設需要の減少及び設備投資抑制の影響を受け、需要低迷が続きました。 

＜ステンレス及びプラスチック配管機器＞ 

 国内及び米国における住宅着工の不振により、需要低迷が続きました。 

＜建築部材＞ 

 建設・設備投資抑制の影響を受け、需要低迷が続きました。 

④その他 

 当セグメントの売上高は、930百万円となりました。また、営業利益は、173百万円となりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動の結果得られた

資金が投資活動及び財務活動で使用した資金を上回ったことにより、第１四半期連結会計期間末に比べ40百万円増加

し、44,701百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は、12,725百万円（前年同期比13,438百万円の減少）となりました。これは主に税金

等調整前四半期純利益が7,867百万円（前年同期比11,001百万円の増加）となったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は、3,760百万円（前年同期比2,813百万円の減少）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出が4,054百万円（前年同期比2,539百万円の減少）あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、8,491百万円（前年同期比1,845百万円の減少）となりました。これは主に長期借入に

よる収入16,600百万円（前年同期比16,600百万円の増加）があったものの、社債の償還19,895百万円（前年同期比

19,895百万円の増加）、コマーシャル・ペーパーの償還2,000百万円（前年同期比4,000百万円の減少）があったこと

等によるものです。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について、当社は、開発型企業として、

継続的に基盤技術の高度化を図り、新技術に挑戦することによって新製品及び新事業を創出し、新たな価値を社会に

提供し続けることを事業活動の基本としております。これを推進するため、(株)日立製作所を親会社とする日立グル

ープの一員として、同社との関係において事業運営及び取引では自律性を維持しつつ、研究開発協力等を通じて同グ

ループ各社と緊密な協力関係を保ち、その経営資源を有効に活用することで、高品質の製品及びサービスの提供を図

ることとしております。 

 また、当社は、上場会社として、常に株主、投資家及び株式市場からの期待及び評価を認識し、情報の適時かつ適

切な開示に努めるとともに、持続的成長の実現に資する経営計画の策定、企業統治の強化等を通じて、合理的で緊張

感のある経営を確保することが重要であると認識しております。これらにより、当社は、企業価値の向上及び親会社

のみならず広く株主全般に提供される価値の最大化を図ってまいります。 
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（４）研究開発活動 

 当社の研究開発はマーケットイン志向のディビジョンラボ制を採り、各カンパニーが、それぞれの事業戦略に即し

た研究開発を進めております。さらに、カンパニー単独では推進が困難なリスクの高い研究、あるいは大きな研究投

資を必要とする研究については全社的視点からコーポレート資金を投入して開発をサポートしております。 

 また、開発分野に応じ日立製作所の主要研究所、大学、国公立研究所と共同研究、技術研究会および人材交流等に

より、一層高度な研究開発を行っております。 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は2,982百万円、研究開発人員は当第２四半期連結

会計期間末現在730名であります。 

 各事業分野別の研究主要課題は次のとおりであります。 

（１）高級金属製品 

 金型・工具、産業機器・エネルギー、半導体等パッケージ、等の分野に向けた高級特殊鋼、各種圧延用ロール、構

造用セラミックス部材、排ガス浄化用セラミックフィルタ（セラキャットフィルタ）、切削工具、等の開発を行って

おります。 

 当事業に係る研究開発費は1,295百万円であります。 

（２）電子・情報部品 

 高性能磁石、アモルファス金属材料・ナノ結晶軟磁性材料とその応用製品、情報端末用高周波部品、等の開発を行

っております。 

 当事業に係る研究開発費は1,124百万円であります。 

（３）高級機能部品 

 自動車用高級鋳物製品とその製造技術・設計評価システム、管継手・バルブその他の配管用部材及び工法等周辺技

術を含めた配管トータルシステム、建築部材、等の開発を行っております。 

 当事業に係る研究開発費は563百万円であります。 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グループを取り巻く事業環境は、米国では景気は緩やかに回復していますが、政策効果が終了し失業率も高止

まりしており留意する必要があります。欧州では景気は下げ止まっています。アジアについては、中国では、内需を

中心に景気は拡大していますが、成長率がやや緩やかになっています。その他アジア地域も総じて景気は回復してい

ます。わが国経済も緩やかな回復基調にはあるものの、為替円高や一部経済政策効果が終了する等して、先行き不透

明感が増しています。 

 当社グループの関連業界においては、自動車は、国内ではエコカー補助終了による反動減が見込まれますが、輸出

では中国や北米の堅調な需要に支えられ、持ち直してくるものと予測されます。エレクトロニクス関連市場は、アジ

アはじめ新興国を中心に緩やかに需要が増加するものと想定されます。鉄鋼は、国内では緩やかに回復しますが、海

外では在庫増加による生産調整もあり軟調に推移する見込です。住宅建設は、やや持ち直しの動きがみられますが、

依然低い状況が続いており経済対策の効果が期待されます。 

 当社グループは、2010年度（平成23年３月期）を初年度とする３年間の「2012年度中期経営計画」を策定しまし

た。「2012年度中期経営計画」では、製造、販売、管理を包括した「モノづくりの総合力」を強化し、グローバル市

場で持続的成長をめざしてまいります。 
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（６）資金の財源及び資金の流動性についての分析 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動の結果得られた

資金が投資活動及び財務活動で使用した資金を上回ったことにより、第１四半期連結会計期間末に比べ40百万円増加

し、44,701百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは12,725百万円の収入となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益が

7,867百万円となったこと等によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは3,760百万円の支出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支

出が4,054百万円あったこと等によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは8,491百万円の支出となりました。これは主に長期借入による収入16,600百

万円があったものの、社債の償還19,895百万円、コマーシャル・ぺーパーの償還2,000百万円があったこと等による

ものです。 

 また、当第２四半期連結会計期間末の総資産は521,066百万円で、前連結会計年度末に比べ3,082百万円増加しまし

た。流動資産は254,023百万円で、前連結会計年度末に比べ14,246百万円増加しました。これは主にたな卸資産が増

加したこと等によるものです。固定資産は267,043百万円で、前連結会計年度末に比べ11,164百万円減少しました。

これは主に有形固定資産が減少したこと等によるものです。 

 負債合計は306,102百万円で、前連結会計年度末に比べ901百万円増加しました。これは主に仕入債務が増加したも

のの社債の償還があったこと等によるものです。純資産合計は214,964百万円で、前連結会計年度末に比べ2,181百万

円増加しました。これは主に利益剰余金が増加したこと等によるものです。 

（７）経営者の問題意識と今後の方針について 

 当社グループは、創業以来「質」にこだわった経営を実践し、自動車・エレクトロニクス・産業インフラ等、さま

ざまな産業において特色ある材料・製品をお届けすることを通じ、社会に貢献することを経営理念としてまいりまし

た。世界各国・地域において低炭素社会の実現に向けた取り組みが進む中、環境親和製品に経営資源を集中し、その

開発と市場投入を加速するとともに、企業体質の強化に取り組み、持続的に成長することをめざしています。一方、

国内市場が成熟する中、市場のグローバル化が加速し、事業を取り巻く環境は転換期を迎えています。 

 この認識の下、新たな成長の実現に向け、当社グループは、2010年度（平成23年３月期）を初年度とする３年間の

「2012年度中期経営計画」を策定しました。アクションプランの概要は、次のとおりです。 

① 海外売上高比率の向上として、グローバル拡販・生産体制再構築、事業・製品ポートフォリオの改革を進めます

② 新製品売上高比率の向上として、次の柱となる新製品の創出・育成を加速していきます 

③ ＣＯ２排出規制への対応として、製造プロセスの改革を進めてまいります 

④ グローバル経営に対応できる仕組み・組織づくりに取り組みます 

(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注)「提出日現在発行数」には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

2016年満期ユーロ円建取得条項（額面現金決済型）付転換社債型新株予約権付社債(平成19年９月13日発行) 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  500,000,000

計  500,000,000

種類 第２四半期会計期間末現在発行
数（株）（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 内容

普通株式  366,557,889  366,557,889
(株)東京証券取引所市場第一部 

(株)大阪証券取引所市場第一部 

権利内容に限

定のない当社

における標準

となる株式で

あり、単元株

式数は1,000株

であります。 

計  366,557,889  366,557,889 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）(注10) 

 105個及び本新株予約権付社債券の紛失、盗難又は滅失の

場合に適切な証明及び補償を得て発行することがある代替

新株予約権付社債券に係る本社債の額面金額合計額を１百

万円で除した個数の合計数 

 なお、本社債の額面１百万円に付する本新株予約権の数

は１個とする 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─  

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式（権利内容に限定のない当社における標準となる

株式であり、単元株式数は1,000株である） 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  (注1)  

新株予約権の行使時の払込金額（円）  (注2) 

新株予約権の行使期間 (注3) 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）(注4) 

 発行価格 

資本組入額 

 

 

2,056

1,028

新株予約権の行使の条件 (注5) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注6)  

新株予約権付社債の残高(百万円)(注10) 105

代用払込みに関する事項 (注7) 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注8) 
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(注)１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額(１百万円)

の総額を２項に記載の転換価額で除した数とする。但し、本新株予約権の行使に際し交付する株式数に１株未

満の端数がある場合はこれを切り捨て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未

満株式が発生する場合には、会社法（平成17年法律第86号）に定める単元未満株式の買取請求権が行使された

ものとして、当該行使請求の時点において有効な会社法を遵守する当社の株式取扱規程に従い、現金により精

算する。 

 ２．(1) 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、その払込金額(本社債の額面金額の100％)と同額とする。 

(2) 転換価額は、当初、2,056円とする。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」

は当社の発行済普通株式総数（但し、当社普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

また、転換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）・併

合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）等の発行、一定限度を超える配当支払い、組織再編等(以下に定義する。)そ

の他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）において、以下のいずれ

かが承認されることをいう。 

①当社と他の会社の合併（新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除く。） 

②資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売却又は移転で、その条件に従って本新

株予約権付社債に基づく当社の義務が第三者に移転される場合に限る。） 

③会社分割（新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義務が承継会社に承継さ

れる場合に限る。） 

④株式交換若しくは株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場合に限る。） 

⑤その他の日本法上の会社再編手続で、これにより本社債及び／又は本新株予約権に基づく当社の義務が他

の会社に引き受けられることとなるもの 

 (4) 転換価額は、(A)組織再編等が生じた場合であってかつ(i)当該時点において適用ある法律に従い（当該法律

に関する公的な又は司法上の解釈を考慮するものとする。）、発行要項の規定に基づき承継会社等（組織再

編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権に係る当社の義務を引き受ける

ことが予定されている会社をいう。）による新株予約権の交付の措置を講ずることができない場合、(ii)法

律上は発行要項の規定に基づき承継会社等による新株予約権の交付の措置を講ずることができるものの、当

社が最善の努力を行ったにもかかわらず、かかる措置を講ずることができない場合、(iii)当該組織再編等

に係る株主総会若しくは取締役会における承認の日又は当該組織再編等の効力発生日の25日前のいずれか遅

い日において、当社の最善の努力にかかわらず、承継会社等の普通株式が日本国内の証券取引所において上

場しておらず、かつ、承継会社等が、かかる上場が当該組織再編等の効力発生日までに行われる旨の確約を

日本国内の証券取引所若しくは証券市場の運営組織から得ていない場合、又は(iv)発行要項の規定に基づき

承継会社等による新株予約権の交付の措置を講じたとしても、当該組織再編等の効力発生日において承継会

社等の普通株式が日本国内の証券取引所において上場されないことを、上記株主総会若しくは取締役会にお

ける承認日時点において当社が予想している場合のいずれかの条件を満たす旨の通知を当社が本社債権者に

送付した場合、又は(B)発行要項の規定に基づき上場廃止等による繰上償還が可能となる場合、転換価額減

額期間（以下に定義する。）において、以下に述べる転換価額に減額されるものとする。 

減額後の転換価額は、上記(2)の当初転換価額が決定された日時点における金利、当社普通株式の株価、ボ

ラティリティ及びその他の市場動向等を勘案した転換価額減額開始日（以下に定義する。）時点における本

新株予約権付社債の価値を反映する金額となるように、転換価額減額開始日及び本新株予約権付社債の要項

に定める参照株価に応じて、一定の方式に従って算出されるものとする。かかる方式に従って算出される減

額後の転換価額の最低額は条件決定日における当社普通株式の終値とし、最高額は当初転換価額とする。か

かる方式の詳細は、当社の代表執行役又は代理人が、取締役会による授権に基づき、当初転換価額の決定と

同時に決定する。 

        

  

既発行 

株式数 

＋

新発行・ 

処分株式数 
×

１ 株 あ た り の 

払 込 金 額 

調 整 後 

転換価額 
＝ 

調 整 前

転換価額
×

時      価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 
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「転換価額減額期間」とは、所定の例外が適用される場合を除き、上記(A)の場合は、転換価額減額開始日

から当該組織再編等の効力発生日の５東京営業日前の日までの期間をいい、上記(B)の場合は、転換価額減

額開始日から30日の期間をいう。 

「転換価額減額開始日」とは、上記(A)又は(B)の通知の日から10東京営業日（組織再編等が公開買付けの最

初の決済日から60日以内に生じない場合に、残存する本社債の全部を、その額面金額の100％で繰上償還す

る場合は２東京営業日）以内の日で当社が指定する日をいう。 

３．本新株予約権の行使期間は、2007年９月27日から2016年８月30日までとする。 

但し、(i)発行要項に定める当社の選択による本社債の繰上償還の場合には、当該償還日の３東京営業日前の

日の営業終了時（行使請求地時間）まで（但し、発行要項に定める税制変更等による繰上償還を受けないこと

が選択された各本社債を除く。）、(ii)発行要項に定める本社債権者の選択による繰上償還及び組織再編等及

び上場廃止事由が発生した場合の本社債権者の選択による繰上償還の場合には、償還通知書が支払・新株予約

権行使請求受付代理人に預託された時まで、(iii)買入消却の場合には、当該新株予約権付社債の消却が行わ

れるまで、及び(iv)債務不履行等による期限の利益喪失の場合には、期限の利益喪失時までとする。上記にか

かわらず、当社が９項に従って本社債を取得する場合は、当該取得の通知の翌日から当該取得日までの期間

中、及び当社が組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、当該組織再編等の効

力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の期間で当社が指定する期間（但し、かかる期間は転換価額

減額期間に至ることはできない。）中は、本新株予約権を行使することはできない。 

また、本社債が償還された場合、本社債が消却された場合及び本社債が失効した場合は、会社法第287条に従

い、当該本社債に係る本新株予約権は当然に消滅する。 

４．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、転換価額を基準とした

１株当たりの金額を記載している。なお、本新株予約権付社債の発行要項においては、「各本新株予約権の行

使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同

額とする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40

条（平成21年4月1日同規則改正後の第17条）の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。」と定められて

いる。 

５．本新株予約権の行使の条件は、次のとおりとする。 

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 2016年６月13日まで（同日を含まない。）は、本社債権者は、ある四半期の最後の取引日（9項に定義す

る。）に終了する30連続取引日のうちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の

取引日において適用のある転換価額の120％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日まで（2016

年４月１日から始まる四半期については、2016年６月13日まで）の期間において、本新株予約権を行使す

ることができる。但し、本(2)記載の本新株予約権の行使の条件は、以下の①、②及び③の期間は適用さ

れない。 

①(i)株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社の長

期債務の格付若しくは本新株予約権付社債の格付（格付がなされた場合に限る。以下同じ。）がBBB以

下である期間、又は(ii)R&Iによる当社の長期債務の格付若しくは本新株予約権付社債の格付が停止若

しくは撤回されている期間 

②当社が、本新株予約権付社債権者に対して、当社の選択による本社債の繰上償還の通知を行った後の期

間 

③当社が組織再編等を行うにあたり、３項に記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新株

予約権付社債権者に対して、本新株予約権付社債の要項に従い当該組織再編等に関する通知を行った日

から当該組織再編等の効力発生日までの期間 

６．会社法第254条の規定により本新株予約権付社債に付された新株予約権のみを譲渡することはできない。 

７．各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、その払込金額と同額とする。なお、本新株予約権の行使に際して出資された本社債は、直ちに消却される

ものとする。 

８．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりとする。 

(1) 組織再編等が発生した場合には、当社は、承継会社等をして、本新株予約権付社債の要項に従って、本新

株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交

付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、(i)当該時点で適用

のある法律上（当該法律に関する公的な又は司法上の解釈を考慮するものとする。）、これを行うことが

可能であり、(ii)そのための現実的な仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ、(iii)

当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断する。）費用（租税
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を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条件とする。また、かかる承継及び交

付を行う場合、当社は、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最

善の努力をするものとする。本項に記載の当社の努力義務は、当社が本新株予約権付社債の受託会社であ

るUnion Bank of California, N.A.（Union Bank, N.A.に社名変更）（以下「受託会社」という。）に対

して、２項(4)に記載の(i)から(iv)までのいずれかの条件が満たされた旨の代表執行役が署名した証明書

を交付する場合には、適用されない。 

(2) (1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は次のとおりとする。 

①新株予約権の数 

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同

一の数とする。 

②新株予約権の目的である株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件

等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下の(i)又は(ii)に従う。な

お、転換価額は２項(3)又は(4)と同様の調整に服する。 

(i) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の

普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに

受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で

除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 

(ii) 上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に本社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継

会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の払込金額と同額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、３項に定める本新株予約権の行

使期間の満了日までとする。 

⑥その他の新株予約権の行使の条件 

承継会社等の新株予約権の行使は、５項(1)及び(2)と同様の制限を受ける。 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第40条（平成21年4月1日同規則改正後の第17条）の定めるところに従って算定された資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑧組織再編等が生じた場合の承継会社等による新株予約権の交付 

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。 

⑨その他 

承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。 

(3) (1)の定めに従い承継会社等の新株予約権が発行される場合、当該組織再編等の効力発生日をもっ 

て本新株予約権は消滅し、本社債及び本新株予約権付社債に係る信託証書に基づく義務は承継会社等が引

き受け又は承継するものとする。当社は、本社債及び当該信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引

き受け又は承継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株

予約権付社債の要項に従う。 

９．本新株予約権の取得事由及び取得の条件 

当社は、2012年９月13日以降、当社の株式が該当証券取引所（以下に定義する。）に上場されていることを条

件として、本社債権者に対する通知（以下「取得通知」という。）を行うことにより、取得日（以下に定義す

る。）現在残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）を取得することができる。「取得日」とは取得

通知に定められた取得の期日をいい、取得通知の日から60日以上75日以内の日とする。この場合、当社は、取

得日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本社債権者に対して交付財産（以下に定義す
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る。）を交付する。当社は、本項により本新株予約権付社債を取得した際に、当該本新株予約権付社債に係る

本社債を消却する。 

「交付財産」とは、各本新株予約権付社債につき、(i)本社債（本新株予約権を除く。）の対価として額面金

額の100％に相当する金額、及び(ii)転換価値（以下に定義する。）から額面金額相当額を差し引いた額（正

の数値である場合に限る。）を１株当り平均VWAP（以下に定義する。）で除して得られる数の当社普通株式

（但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、計算の結果、単元未満株式が発生す

る場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして、その時点において有効な会

社法を遵守する当社の株式取扱規程に従い、現金により精算する。）をいう。 

「１株当り平均VWAP」とは、当社が取得通知をした日の翌日から５取引日（以下に定義する。）目の日に始ま

る20連続取引日（以下「関係VWAP期間」という。）に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発

表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値をいう。 

本項において「取引日」とは、該当証券取引所（東京証券取引所又は、当社若しくは承継会社等の普通株式が

東京証券取引所に上場されていない場合には、当該普通株式が上場（店頭登録又は証券取引所における取引を

含む。）されている日本国内の主要な証券取引所若しくは証券市場をいう。）が開設されている日をいい、当

社の普通株式の普通取引の終値が発表されない日を含まない。当該20連続取引日中に転換価額の調整又は減額

事由が発生した場合には、１株当り平均VWAP も適宜調整される。 

「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 

上記算式において「最終日転換価額」とは、関係VWAP期間の最終日の転換価額をいう。 

10.本社債権者からの請求により、平成22年9月13日に本社債の一部(19,895百万円)を繰上償還したため、当初の社

債の発行総額20,000百万円及び新株予約権の数20,000個から変更となっております。 

  

2019年満期ユーロ円建取得条項（額面現金決済型）付転換社債型新株予約権付社債(平成19年９月13日発行) 

各本社債の払込金額 
× １株当り平均VWAP 

最終日転換価額 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 

 20,000個及び本新株予約権付社債券の紛失、盗難又は滅

失の場合に適切な証明及び補償を得て発行することがある

代替新株予約権付社債券に係る本社債の額面金額合計額を

１百万円で除した個数の合計数 

 なお、本社債の額面１百万円に付する本新株予約権の数

は１個とする 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─  

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式（権利内容に限定のない当社における標準となる

株式であり、単元株式数は1,000株である） 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  (注1)  

新株予約権の行使時の払込金額（円）  (注2) 

新株予約権の行使期間 (注3) 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）(注4) 

 発行価格 

 資本組入額 

 

 

2,042

1,021

新株予約権の行使の条件 (注5) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注6)  

新株予約権付社債の残高(百万円) 20,000

代用払込みに関する事項 (注7) 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注8) 

2010/11/10 17:19:5910689155_第２四半期報告書_20101110171937

- 13 -



(注)１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額(１百万円)

の総額を２項に記載の転換価額で除した数とする。但し、本新株予約権の行使に際し交付する株式数に１株未

満の端数がある場合はこれを切り捨て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未

満株式が発生する場合には、会社法（平成17年法律第86号）に定める単元未満株式の買取請求権が行使された

ものとして、当該行使請求の時点において有効な会社法を遵守する当社の株式取扱規程に従い、現金により精

算する。 

２．(1) 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、その払込金額(本社債の額面金額の100％)と同額とする。 

(2) 転換価額は、当初、2,042円とする。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」

は当社の発行済普通株式総数（但し、当社普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

  

  

また、転換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）・併

合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）等の発行、一定限度を超える配当支払い、組織再編等(以下に定義する。)そ

の他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）において、以下のいずれ

かが承認されることをいう。 

①当社と他の会社の合併（新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除く。） 

②資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売却又は移転で、その条件に従って本新

株予約権付社債に基づく当社の義務が第三者に移転される場合に限る。） 

③会社分割（新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義務が承継会社に承継さ

れる場合に限る。） 

④株式交換若しくは株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場合に限る。） 

⑤その他の日本法上の会社再編手続で、これにより本社債及び／又は本新株予約権に基づく当社の義務が他

の会社に引き受けられることとなるもの 

(4) 転換価額は、(A)組織再編等が生じた場合であってかつ(i)当該時点において適用ある法律に従い（当該法律

に関する公的な又は司法上の解釈を考慮するものとする。）、発行要項の規定に基づき承継会社等（組織再

編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権に係る当社の義務を引き受ける

ことが予定されている会社をいう。）による新株予約権の交付の措置を講ずることができない場合、(ii)法

律上は発行要項の規定に基づき承継会社等による新株予約権の交付の措置を講ずることができるものの、当

社が最善の努力を行ったにもかかわらず、かかる措置を講ずることができない場合、(iii)当該組織再編等

に係る株主総会若しくは取締役会における承認の日又は当該組織再編等の効力発生日の25日前のいずれか遅

い日において、当社の最善の努力にかかわらず、承継会社等の普通株式が日本国内の証券取引所において上

場しておらず、かつ、承継会社等が、かかる上場が当該組織再編等の効力発生日までに行われる旨の確約を

日本国内の証券取引所若しくは証券市場の運営組織から得ていない場合、又は(iv)発行要項の規定に基づき

承継会社等による新株予約権の交付の措置を講じたとしても、当該組織再編等の効力発生日において承継会

社等の普通株式が日本国内の証券取引所において上場されないことを、上記株主総会若しくは取締役会にお

ける承認日時点において当社が予想している場合のいずれかの条件を満たす旨の通知を当社が本社債権者に

送付した場合、又は(B)発行要項の規定に基づき上場廃止等による繰上償還が可能となる場合、転換価額減

額期間（以下に定義する。）において、以下に述べる転換価額に減額されるものとする。 

減額後の転換価額は、上記(2)の当初転換価額が決定された日時点における金利、当社普通株式の株価、ボ

ラティリティ及びその他の市場動向等を勘案した転換価額減額開始日（以下に定義する。）時点における本

新株予約権付社債の価値を反映する金額となるように、転換価額減額開始日及び本新株予約権付社債の要項

に定める参照株価に応じて、一定の方式に従って算出されるものとする。かかる方式に従って算出される減

額後の転換価額の最低額は条件決定日における当社普通株式の終値とし、最高額は当初転換価額とする。か

かる方式の詳細は、当社の代表執行役又は代理人が、取締役会による授権に基づき、当初転換価額の決定と

同時に決定する。 

        

  

既発行 

株式数 

＋

新発行・ 

処分株式数 
×

１ 株 あ た り の 

払 込 金 額 

調 整 後 

転換価額 
＝ 

調 整 前

転換価額
×

時      価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 
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「転換価額減額期間」とは、所定の例外が適用される場合を除き、上記(A)の場合は、転換価額減額開始日

から当該組織再編等の効力発生日の５東京営業日前の日までの期間をいい、上記(B)の場合は、転換価額減

額開始日から30日の期間をいう。 

「転換価額減額開始日」とは、上記(A)又は(B)の通知の日から10東京営業日（組織再編等が公開買付けの最

初の決済日から60日以内に生じない場合に、残存する本社債の全部を、その額面金額の100％で繰上償還す

る場合は２東京営業日）以内の日で当社が指定する日をいう。 

３．本新株予約権の行使期間は、2007年９月27日から2019年８月30日までとする。 

但し、(i)発行要項に定める当社の選択による本社債の繰上償還の場合には、当該償還日の３東京営業日前の

日の営業終了時（行使請求地時間）まで（但し、発行要項に定める税制変更等による繰上償還を受けないこと

が選択された各本社債を除く。）、(ii)発行要項に定める本社債権者の選択による繰上償還及び組織再編等及

び上場廃止事由が発生した場合の本社債権者の選択による繰上償還の場合には、償還通知書が支払・新株予約

権行使請求受付代理人に預託された時まで、(iii)買入消却の場合には、当該新株予約権付社債の消却が行わ

れるまで、及び(iv)債務不履行等による期限の利益喪失の場合には、期限の利益喪失時までとする。上記にか

かわらず、当社が９項に従って本社債を取得する場合は、当該取得の通知の翌日から当該取得日までの期間

中、及び当社が組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、当該組織再編等の効

力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の期間で当社が指定する期間（但し、かかる期間は転換価額

減額期間に至ることはできない。）中は、本新株予約権を行使することはできない。 

また、本社債が償還された場合、本社債が消却された場合及び本社債が失効した場合は、会社法第287条に従

い、当該本社債に係る本新株予約権は当然に消滅する。 

４．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、転換価額を基準とした

１株当たりの金額を記載している。なお、本新株予約権付社債の発行要項においては、「各本新株予約権の行

使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同

額とする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40

条（平成21年4月1日同規則改正後の第17条）の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。」と定められて

いる。 

５．本新株予約権の行使の条件は、次のとおりとする。 

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 2019年６月13日まで（同日を含まない。）は、本社債権者は、ある四半期の最後の取引日（9項に定義す

る。）に終了する30連続取引日のうちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の

取引日において適用のある転換価額の120％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日まで（2019

年４月１日から始まる四半期については、2019年６月13日まで）の期間において、本新株予約権を行使す

ることができる。但し、本(2)記載の本新株予約権の行使の条件は、以下の①、②及び③の期間は適用さ

れない。 

①(i)株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社の長

期債務の格付若しくは本新株予約権付社債の格付（格付がなされた場合に限る。以下同じ。）がBBB以

下である期間、又は(ii)R&Iによる当社の長期債務の格付若しくは本新株予約権付社債の格付が停止若

しくは撤回されている期間 

②当社が、本新株予約権付社債権者に対して、当社の選択による本社債の繰上償還の通知を行った後の期

間 

③当社が組織再編等を行うにあたり、３項に記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新株

予約権付社債権者に対して、本新株予約権付社債の要項に従い当該組織再編等に関する通知を行った日

から当該組織再編等の効力発生日までの期間 

６．会社法第254条の規定により本新株予約権付社債に付された新株予約権のみを譲渡することはできない。 

７．各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、その払込金額と同額とする。なお、本新株予約権の行使に際して出資された本社債は、直ちに消却される

ものとする。 

８．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりとする。 

(1) 組織再編等が発生した場合には、当社は、承継会社等をして、本新株予約権付社債の要項に従って、本新

株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交

付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、(i)当該時点で適用

のある法律上（当該法律に関する公的な又は司法上の解釈を考慮するものとする。）、これを行うことが

可能であり、(ii)そのための現実的な仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ、(iii)

当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断する。）費用（租税
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を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条件とする。また、かかる承継及び交

付を行う場合、当社は、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最

善の努力をするものとする。本項に記載の当社の努力義務は、当社が本新株予約権付社債の受託会社であ

るUnion Bank of California, N.A.（Union Bank, N.A.に社名変更）（以下「受託会社」という。）に対

して、２項(4)に記載の(i)から(iv)までのいずれかの条件が満たされた旨の代表執行役が署名した証明書

を交付する場合には、適用されない。 

(2) (1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は次のとおりとする。 

①新株予約権の数 

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同

一の数とする。 

②新株予約権の目的である株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件

等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下の(i)又は(ii)に従う。な

お、転換価額は２項(3)又は(4)と同様の調整に服する。 

(i) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の

普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに

受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で

除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 

(ii) 上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に本社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継

会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の払込金額と同額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、３項に定める本新株予約権の行

使期間の満了日までとする。 

⑥その他の新株予約権の行使の条件 

承継会社等の新株予約権の行使は、５項(1)及び(2)と同様の制限を受ける。 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第40条（平成21年4月1日同規則改正後の第17条）の定めるところに従って算定された資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑧組織再編等が生じた場合の承継会社等による新株予約権の交付 

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。 

⑨その他 

承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。 

(3) (1)の定めに従い承継会社等の新株予約権が発行される場合、当該組織再編等の効力発生日をもっ 

て本新株予約権は消滅し、本社債及び本新株予約権付社債に係る信託証書に基づく義務は承継会社等が引

き受け又は承継するものとする。当社は、本社債及び当該信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引

き受け又は承継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株

予約権付社債の要項に従う。 

９．本新株予約権の取得事由及び取得の条件 

当社は、2014年９月13日以降、当社の株式が該当証券取引所（以下に定義する。）に上場されていることを条

件として、本社債権者に対する通知（以下「取得通知」という。）を行うことにより、取得日（以下に定義す

る。）現在残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）を取得することができる。「取得日」とは取得

通知に定められた取得の期日をいい、取得通知の日から60日以上75日以内の日とする。この場合、当社は、取

得日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本社債権者に対して交付財産（以下に定義す
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る。）を交付する。当社は、本項により本新株予約権付社債を取得した際に、当該本新株予約権付社債に係る

本社債を消却する。 

「交付財産」とは、各本新株予約権付社債につき、(i)本社債（本新株予約権を除く。）の対価として額面金

額の100％に相当する金額、及び(ii)転換価値（以下に定義する。）から額面金額相当額を差し引いた額（正

の数値である場合に限る。）を１株当り平均VWAP（以下に定義する。）で除して得られる数の当社普通株式

（但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、計算の結果、単元未満株式が発生す

る場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして、その時点において有効な会

社法を遵守する当社の株式取扱規程に従い、現金により精算する。）をいう。 

「１株当り平均VWAP」とは、当社が取得通知をした日の翌日から５取引日（以下に定義する。）目の日に始ま

る20連続取引日（以下「関係VWAP期間」という。）に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発

表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値をいう。 

本項において「取引日」とは、該当証券取引所（東京証券取引所又は、当社若しくは承継会社等の普通株式が

東京証券取引所に上場されていない場合には、当該普通株式が上場（店頭登録又は証券取引所における取引を

含む。）されている日本国内の主要な証券取引所若しくは証券市場をいう。）が開設されている日をいい、当

社の普通株式の普通取引の終値が発表されない日を含まない。当該20連続取引日中に転換価額の調整又は減額

事由が発生した場合には、１株当り平均VWAP も適宜調整される。 

「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 

  

  

上記算式において「最終日転換価額」とは、関係VWAP期間の最終日の転換価額をいう。 

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

各本社債の払込金額 
× １株当り平均VWAP 

最終日転換価額 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減額 
（百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  366,558 －  26,284 －  36,699
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 （注）１．上記のほか、当社保有の自己株式14,076千株（所有株式数の割合3.84％）があります。 

２．当第２四半期会計期間末現在における上記大株主の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、当社として

把握することができないため、記載しておりません。  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、(株)証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  193,546  52.80

 日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  23,617 6.44 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  22,730  6.20

 ステート ストリート バンク  

アンド トラスト カンパニー 

  P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

 02101 U.S.A. 
 9,623 2.63 

ノーザン トラスト カンパニー 
50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 

E14 5ET, UK 
 4,518  1.23

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号  4,483  1.22

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番12号  3,733  1.02

大同特殊鋼株式会社 愛知県名古屋市東区東桜一丁目１番10号  3,572  0.97

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  3,141  0.86

クレディ スイス セキュリティズ

(ユーエスエー) エルエルシー  

ELEVEN MADISON AVE. NEW YORK NY 

10010 USA 
 3,122 0.85 

計 －  272,086  74.23

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  (自己保有株式)     

  普通株式   14,076,000  － 

権利内容に限定のない当

社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。 

   (相互保有株式)      

   普通株式  63,000 －  同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式  351,034,000  351,034 同上 

単元未満株式 普通株式  1,384,889 － １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数    366,557,889 － － 

総株主の議決権 －  351,034 － 
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②【自己株式等】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、(株)東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 日立金属(株)  東京都港区芝浦一丁目２番１号  14,076,000  －  14,076,000  3.84

 青山特殊鋼(株)  東京都中央区新川二丁目９番11号  63,000  －  63,000  0.02

計 －  14,139,000  －  14,139,000  3.86

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

 ５月  ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  1,034  1,000  971  1,060  983  1,017

最低（円）  911  839  841  891  883  903
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、以下のとおりであります。

  

新任執行役 

(注)任期は、平成22年６月24日に就任後、平成23年３月末日までであります。 

  

執行役の役職等の異動 

事業役員の役職等の異動 

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

就任年
月日 

執行役常務 

技術・環境・エネ

ルギー・磁石事業

管掌 
NEOMAXカンパニー 

プレジデント 
輸出管理室 

副室長 

島 順彦  昭和28年10月23日生

昭和54年 4月 日立ツール㈱入社 

平成14年10月 同社成田工場長

15年 6月 同社取締役

 18年 6月 同社代表取締役社長

 22年 6月 当社執行役常務 NEOMAXカ

ンパニープレジデント、

輸出管理室副室長(現任) 

  
  

（注） －
平成22年

6月24日

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表執行役 

執行役専務  

管理管掌 

輸出管理室長 

代表執行役 

執行役専務 

管理管掌  
コーポレートビジネ

スセンター長 

輸出管理室長 

花村 公生  平成22年6月24日 

執行役常務 

管理管掌 
コーポレートビジネ

スセンター長 

 執行役常務 

磁石事業管掌  

NEOMAX 

カンパニー 

プレジデント 

輸出管理室副室長 

浜本 直樹 平成22年6月24日  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

事業役員常務 

自動車機器カンパニ

ープレジデント 

輸出管理室副室長  

事業役員常務 
自動車機器カンパニ

ープレジデント 
坂元 貞雄  平成22年7月21日 

事業役員 

ロールカンパニー 

プレジデント 

輸出管理室副室長 

事業役員 
ロールカンパニー 

プレジデント 
縄田 良作 平成22年7月21日  

事業役員 

配管機器カンパニー 
プレジデント 
輸出管理室副室長 

事業役員 
配管機器カンパニー 
プレジデント 

徳永 正道 平成22年7月21日  

事業役員 

配管機器カンパニー  
ファインフロー事業

部長 

事業役員 経営企画室長 鎌田 淳一 平成22年9月21日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,951 31,175

受取手形及び売掛金 ※2  89,437 ※2  90,564

商品及び製品 35,582 32,066

仕掛品 30,412 27,467

原材料及び貯蔵品 32,947 25,191

関係会社預け金 10,166 12,048

その他 22,036 21,857

貸倒引当金 △508 △591

流動資産合計 254,023 239,777

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 53,449 56,056

機械装置及び運搬具（純額） 72,561 79,059

土地 50,167 50,429

その他（純額） 12,820 12,890

有形固定資産合計 ※1  188,997 ※1  198,434

無形固定資産   

のれん 42,567 43,995

その他 6,140 6,597

無形固定資産合計 48,707 50,592

投資その他の資産   

投資有価証券 10,777 11,518

その他 20,635 19,775

貸倒引当金 △2,073 △2,112

投資その他の資産合計 29,339 29,181

固定資産合計 267,043 278,207

資産合計 521,066 517,984
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 75,407 67,213

短期借入金 49,163 52,874

コマーシャル・ペーパー 4,000 4,000

1年内返済予定の長期借入金 1,449 1,743

1年内償還予定の社債 5,000 10,000

未払法人税等 7,087 2,081

引当金 187 155

その他 34,641 32,199

流動負債合計 176,934 170,265

固定負債   

社債 24,000 24,000

転換社債型新株予約権付社債 20,105 40,000

長期借入金 52,961 38,047

退職給付引当金 21,838 21,299

その他の引当金 3,401 4,113

その他 6,863 7,477

固定負債合計 129,168 134,936

負債合計 306,102 305,201

純資産の部   

株主資本   

資本金 26,284 26,284

資本剰余金 41,243 41,243

利益剰余金 158,606 150,470

自己株式 △10,673 △10,664

株主資本合計 215,460 207,333

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,330 1,861

繰延ヘッジ損益 1 －

為替換算調整勘定 △21,186 △15,771

評価・換算差額等合計 △19,855 △13,910

少数株主持分 19,359 19,360

純資産合計 214,964 212,783

負債純資産合計 521,066 517,984
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 195,276 254,168

売上原価 166,795 197,186

売上総利益 28,481 56,982

販売費及び一般管理費 ※1  31,982 ※  35,044

営業利益又は営業損失（△） △3,501 21,938

営業外収益   

受取利息 184 162

受取配当金 72 78

その他 1,882 1,598

営業外収益合計 2,138 1,838

営業外費用   

支払利息 1,087 880

為替差損 － 1,437

デリバティブ評価損 99 －

その他 3,504 2,248

営業外費用合計 4,690 4,565

経常利益又は経常損失（△） △6,053 19,211

特別利益   

匿名組合清算益 ※2  1,025 －

特別利益合計 1,025 －

特別損失   

減損損失 － 302

関係会社整理損 － 293

事業構造改善費用 3,687 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 28

特別損失合計 3,687 623

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△8,715 18,588

法人税等合計 △3,098 7,653

少数株主損益調整前四半期純利益 － 10,935

少数株主利益 63 684

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,680 10,251
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 102,806 127,300

売上原価 85,633 100,013

売上総利益 17,173 27,287

販売費及び一般管理費 ※  16,169 ※  17,305

営業利益 1,004 9,982

営業外収益   

受取利息 93 83

受取配当金 4 14

その他 1,031 829

営業外収益合計 1,128 926

営業外費用   

支払利息 525 309

為替差損 667 708

その他 1,493 1,429

営業外費用合計 2,685 2,446

経常利益又は経常損失（△） △553 8,462

特別損失   

減損損失 － 302

関係会社整理損 － 293

事業構造改善費用 2,581 －

特別損失合計 2,581 595

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,134 7,867

法人税等合計 △1,241 2,757

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,110

少数株主利益 136 386

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,029 4,724
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△8,715 18,588

減価償却費 14,899 13,487

のれん及び負ののれん償却額 1,330 1,295

受取利息及び受取配当金 △256 △240

支払利息 1,087 880

売上債権の増減額（△は増加） △6,077 △2,499

たな卸資産の増減額（△は増加） 16,019 △16,442

仕入債務の増減額（△は減少） 8,286 10,967

未払費用の増減額（△は減少） △1,023 2,054

その他 41 833

小計 25,591 28,923

法人税等の支払額 △3,395 △2,087

法人税等の還付額 7,307 533

営業活動によるキャッシュ・フロー 29,503 27,369

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 427 5

関係会社株式の取得による支出 △159 －

関係会社株式の売却による収入 61 11

有形固定資産の取得による支出 △14,891 △8,631

有形固定資産の売却による収入 191 349

無形固定資産の取得による支出 △664 △597

利息及び配当金の受取額 255 224

その他 △65 172

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,845 △8,467

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,957 △2,422

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 3,000 －

長期借入れによる収入 － 16,600

長期借入金の返済による支出 △498 △1,206

社債の償還による支出 △921 △24,895

利息の支払額 △1,134 △938

自己株式の取得による支出 △13 △10

自己株式の売却による収入 2 －

配当金の支払額 △2,115 △2,115

少数株主への配当金の支払額 △336 △191

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,972 △15,177

現金及び現金同等物に係る換算差額 △881 △2,663

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,805 1,062

現金及び現金同等物の期首残高 33,476 43,639

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
増減額（△は減少）

△45 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  39,236 ※  44,701
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結範囲の変更 

 NEOMAX (Thailand) Co., Ltdは、当第２四半期連結会計期間において清

算したため、連結の範囲から除外しております。 

  

（２）変更後の連結子会社の数 

  64社 

２．持分法の適用範囲に関する事項の変

更 

（１）持分法適用関連会社の変更 

 （株）日装工作所は第１四半期連結会計期間において株式を売却したた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

  

（２）変更後の持分法適用関連会社の数 

  ９社 

３．会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。 

  

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありま

せん。 

  

（３）企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分

法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）、

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業

外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第２

四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は689百万円であります。 

  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  一部の連結子会社は、固定資産の減価償却費の算定方法について合理的な

予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方法により算定しております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法  

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等や一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合、前連

結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法により算出しております。また、前連結会計年度末以降

に経営環境等や一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合、前連

結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

に当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法により算出しており

ます。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 ただし、見積実効税率を使用できない場合は、法定実効税率を使用してお

ります。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、416,081百万円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、416,064百万円

であります。 

※２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 ※２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 186百万円

手形信託契約に基づく遡及義務 

  1,620百万円

受取手形裏書譲渡高 242百万円 

手形信託契約に基づく遡及義務 

  1,445百万円 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

科目 
金額 

(百万円) 

荷造発送費  4,104

販売雑費  787

給料諸手当  8,612

退職給付費用  1,199

福利厚生費  1,418

減価償却費  736

賃借料  1,553

研究開発費  2,441

のれん償却費  1,449

科目
金額 

(百万円) 

荷造発送費  5,554

販売雑費  926

給料諸手当  8,630

退職給付費用  1,060

福利厚生費  1,677

減価償却費  718

賃借料  1,495

研究開発費  2,672

のれん償却費  1,429

※２．匿名組合清算益は当社連結子会社が出資しておりま

した航空機リースを事業とする匿名組合が終了したこ

とによる出資配当金等であります。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

科目 
金額 

(百万円) 

荷造発送費  2,209

販売雑費  397

給料諸手当  4,083

退職給付費用  601

福利厚生費  746

減価償却費  349

賃借料  755

研究開発費  1,252

のれん償却費  727

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

科目
金額 

(百万円) 

荷造発送費  2,785

販売雑費  503

給料諸手当  4,228

退職給付費用  524

福利厚生費  882

減価償却費  370

賃借料  732

研究開発費  1,446

のれん償却費  721
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  366,558千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   14,095千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

(1)2016年満期ユーロ円建取得条項（額面現金決済型）付転換社債型新株予約権付社債 

(2)2019年満期ユーロ円建取得条項（額面現金決済型）付転換社債型新株予約権付社債 

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  29,270 百万円 

有価証券(MMF等)  1,283   

関係会社預け金  8,683   

現金及び現金同等物  39,236 百万円 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  33,951 百万円 

有価証券(MMF等)  584   

関係会社預け金  10,166   

現金及び現金同等物  44,701 百万円 

（株主資本等関係）

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   

 新株予約権の目的となる株式の数 51,070株    

 新株予約権付社債の四半期連結会計期間末残高 親会社    105百万円    

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   

 新株予約権の目的となる株式の数 9,794,319株    

 新株予約権付社債の四半期連結会計期間末残高 親会社  20,000百万円    

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月31日 

取締役会 
普通株式  2,115  6.0 平成22年３月31日 平成22年６月２日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月26日 

取締役会 
普通株式  2,115  6.0 平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金 
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  前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

(注)１．事業区分の方法 

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性、収益管理等の単位を勘案し、事業区分を行っております。 

２．各事業区分に属する主要な製品 

３．本セグメント情報の金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
高 級 

金属製品 
(百万円) 

電子・
情報部品 
(百万円) 

高級機能部品
(百万円) 

サービス他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全 社 
(百万円) 

連 結
(百万円) 

 売上高               

(１)外部顧客に対する売上高  43,275 17,414 28,590 13,527  102,806  － 102,806

(２)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 3,646 6,809 4,987 865  16,307  △16,307 －

計  46,921 24,223 33,577 14,392  119,113  △16,307 102,806

営業利益又は営業損失（△）  48 757 954 △162  1,597  △593 1,004

  
高 級 

金属製品 
(百万円) 

電子・
情報部品 
(百万円) 

高級機能部品
(百万円) 

サービス他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全 社 
(百万円) 

連 結
(百万円) 

 売上高               

(１)外部顧客に対する売上高  82,043 33,037 53,687 26,509  195,276  － 195,276

(２)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 6,438 12,778 8,973 1,498  29,687  △29,687 －

計  88,481 45,815 62,660 28,007  224,963  △29,687 195,276

営業利益又は営業損失（△）  △2,570 269 △159 △283  △2,743  △758 △3,501

事業区分 主要製品

 高級金属製品  

高級特殊鋼（金型・工具用材料、電子金属材料[ディスプレイ関連材料、半導体等パッケージ材料]、産業機器・

エネルギー関連材料）、各種ロール（鉄鋼圧延用・非金属圧延用・非金属用）、射出成形機用部品、 

構造用セラミックス部品、鉄骨構造部品、切削工具 

 電子・情報部品  

マグネット(希土類磁石[NEOMAX]・フェライト磁石等およびその応用品）、情報通信機器用部品（積層部品、 

アイソレータ）、ＩＴ機器用材料・部品、軟質磁性材料（ソフトフェライトコアおよびその応用品、 

ナノ結晶軟磁性材料[ファインメット]およびその応用品、アモルファス金属材料[Metglas]およびその応用品） 

 高級機能部品  

自動車用高級鋳物部品(高級ダクタイル鋳鉄製品、耐熱鋳造部品、アルミホイール、その他アルミニウム製品)、

設備配管機器(各種管継手、ステンレスおよびプラスチック配管機器、冷却水供給装置、精密流体制御機器）、

建築部材（内装システム、構造システム、マテハンシステム） 

 サービス他  その他の販売・サービス等 
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  前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北   米 ……米国 

(2)ア ジ ア ……シンガポール・中国・香港・台湾・タイ・フィリピン・韓国 

(3)そ の 他 ……ドイツ 

３．本セグメント情報の金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

  前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北   米 ……米国・カナダ 

(2)ア ジ ア ……韓国・中国・香港・台湾・シンガポール 

(3)欧   州 ……ＥＵ諸国 

(4)そ の 他 ……中南米 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４．売上高の金額は消費税等抜きで表示しております。 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア

(百万円) 
その他

(百万円) 
計

(百万円) 
消去又は全社 

(百万円) 
連 結

(百万円) 

 売上高               

(１)外部顧客に対する売上高  69,453 11,288 16,042 6,023  102,806  － 102,806

(２)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 17,021 1,044 6,980 62  25,107  △25,107 －

計  86,474 12,332 23,022 6,085  127,913  △25,107 102,806

営業利益又は営業損失（△）  △114 △196 1,557 292  1,539  △535 1,004

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア

(百万円) 
その他

(百万円) 
計

(百万円) 
消去又は全社 

(百万円) 
連 結

(百万円) 

 売上高               

(１)外部顧客に対する売上高  130,318 22,559 30,323 12,076  195,276  － 195,276

(２)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 30,921 2,206 13,134 99  46,360  △46,360 －

計  161,239 24,765 43,457 12,175  241,636  △46,360 195,276

営業利益又は営業損失（△）  △4,809 △552 2,196 598  △2,567  △934 △3,501

【海外売上高】

  
北 米 

(百万円) 
アジア

(百万円) 
欧州

(百万円) 
その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高  9,802 24,306 8,141 1,364  43,613

Ⅱ.連結売上高    102,806

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
9.5％ 23.6％ 7.9％ 1.4％ 42.4％ 

  
北 米 

(百万円) 
アジア

(百万円) 
欧州

(百万円) 
その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高  19,547 46,375 15,906 2,849  84,677

Ⅱ.連結売上高    195,276

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
10.0％ 23.8％ 8.1％ 1.5％ 43.4％ 
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであ

ります。  

 当社グループは、事業別のカンパニー制を採用しており、当社本社に７つの製品・サービス別のカンパニー本

部を置き、２つの上場会社グループをあわせた９つの事業体（以下、カンパニー等と呼ぶ）が、それぞれ取扱う

製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 当社グループは、これらのカンパニー等から構成されておりますが、これらを事業セグメントと認識した上

で、集約基準及び量的基準に基づいて集約を行い、「高級金属製品」、「電子・情報部品」及び「高級機能部

品」という３つの集約後の事業セグメントを報告セグメントとしております。 

 「高級金属製品」は、特殊鋼カンパニー・ロールカンパニー・日立ツールグループから構成されており、「電

子・情報部品」は、ＮＥＯＭＡＸカンパニー・情報部品カンパニー・軟磁性材料カンパニーから構成されてお

り、「高級機能部品」は自動車機器カンパニー・配管機器カンパニー・日立機材グループから構成されておりま

す。 

  

２．報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１．その他には、不動産事業、ソフトウェア事業等を含んでおります。 

   ２．調整額は、以下のとおりであります。 

   セグメント利益の調整額△3,831百万円には、のれんの償却額△1,422百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,370百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

【セグメント情報】

  

報告セグメント
その他

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

高級金属
製品 

電子・情報
部品 

高級機能部
品 

計

売上高    

外部顧客への 

売上高 
 110,827  65,770  76,908  253,505  663  254,168  －  254,168

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 923  224  16  1,163  1,046  2,209  △2,209 －

計  111,750  65,994  76,924  254,668  1,709  256,377  △2,209  254,168

セグメント利益 

(営業利益)  
 12,197  7,877  5,297  25,371  398  25,769  △3,831  21,938
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当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．その他には、不動産事業、ソフトウェア事業等を含んでおります。 

   ２．調整額は、以下のとおりであります。 

   セグメント利益の調整額△1,692百万円には、のれんの償却額△722百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△945百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

      ３．報告セグメントに属する主要な製品 

   

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 転換社債型新株予約権付社債が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。  

（注） 金融商品の時価の算定方法 

転換社債型新株予約権付社債の時価については、市場価格によっております。 

  

 記載すべき事項はありません。  

  

報告セグメント
その他

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

高級金属
製品 

電子・情報
部品 

高級機能部
品 

計

売上高    

外部顧客への 

売上高 
 55,267  32,810  38,841  126,918  382  127,300  －  127,300

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 566  138  10  714  548  1,262  △1,262 －

計  55,833  32,948  38,851  127,632  930  128,562  △1,262  127,300

セグメント利益 

(営業利益)  
 5,564  3,267  2,670  11,501  173  11,674  △1,692  9,982

報告セグメント 主要製品 

高級金属製品  

高級特殊鋼（金型・工具用材料、電子金属材料[ディスプレイ関連材料、半導体等パッケージ材料]、産業機器・ 

エネルギー関連材料）、各種ロール（鉄鋼圧延用・非金属圧延用・非金属用）、射出成形機用部品、構造用セラ

ミックス部品、鉄骨構造部品、切削工具 

電子・情報部品  

マグネット(希土類磁石[NEOMAX]・フェライト磁石等およびその応用品）、情報通信機器用部品（積層部品、アイ

ソレータ）、ＩＴ機器用材料・部品、軟質磁性材料（ソフトフェライトコアおよびその応用品、ナノ結晶軟磁性

材料[ファインメット]およびその応用品、アモルファス金属材料[Metglas]およびその応用品） 

高級機能部品  

自動車用高級鋳物部品(高級ダクタイル鋳鉄製品、耐熱鋳造部品、アルミホイール、その他アルミニウム製品)、 
設備配管機器(各種管継手、ステンレスおよびプラスチック配管機器、冷水供給機器、精密流体制御機器）、 

建築部材（内装システム、構造システム、マテハンシステム） 

（金融商品関係）

科目 
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円） 

時価(*)（百万円） 差額（百万円）

転換社債型新株予約権付社債  (20,105)  (20,038)  △67

（有価証券関係）
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 記載すべき事項はありません。 

  

 記載すべき事項はありません。 

  

 記載すべき事項はありません。 

  

 記載すべき事項はありません。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

（注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭554 97   １株当たり純資産額 円 銭548 76   

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭16 11   

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭29 8   

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額     

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △5,680  10,251

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △5,680  10,251

期中平均株式数（千株）  352,490  352,468

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 －  － 

2010/11/10 17:19:5910689155_第２四半期報告書_20101110171937

- 35 -



（注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

記載すべき事項はありません。  

 記載すべき事項はありません。 

  

 （剰余金の配当） 

 平成22年10月26日開催の取締役会において、平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、剰余金の配当（期末）を行うことを次のとおり決議しました。 

①配当財産の種類及び帳簿価額の総額   金銭による配当 総額 2,115百万円  

②株主に対する配当財産の割当てに関する事項         １株当たり６円 

③当該剰余金の配当がその効力を生ずる日          平成22年11月30日 

  

 記載事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭5 76   

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭13 40   

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額     

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △2,029  4,724

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △2,029  4,724

期中平均株式数（千株）  352,486  352,465

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 －  － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月11日

日立金属株式会社 

  
代表執行役 

執行役社長 
持田 農夫男 殿   

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鹿島 かおる  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中山 清美     印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 片倉 正美    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立金属株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立金属株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

日立金属株式会社 

  
代表執行役 

執行役社長 
藤井 博行 殿   

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鹿島 かおる  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中山 清美     印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 片倉 正美    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立金属株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立金属株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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